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バルカン地域におけるバルカン化と非バルカン化 
 

月村太郎（神戸大学大学院法学研究科、CDAMSセンター員） 
 
 
はじめに ガバナンスと「ヨーロッパ協調」 
 グローバル・ガバナンスはグローバリゼーションの進展などによって国際政治学のテー

マとして登場してきた(1)。そしてグローバル・ガバナンスが国際関係における一種の規範

となりつつあり、それへの注目が集まってきている。CDAMS のディスカッション・ペー
パーとして上梓する由縁である。 
グローバル・ガバナンスがイシューとなるに従って、ガバナンスの定義が改めて論じら

れてきているが、ガバナンスとは何かという問に対する統一的な答はまだないようである。

例えばレジームとの関係も今後の課題である。現時点において特に頻繁に引用される定義

は、グローバル・ガバナンス委員会によるものである。 
 「ガバナンスというのは、個人と機関、私と公とが、共通の問題に取り組む多くの方法

の集まりである。相反する、あるいは多様な利害関係の調整をしたり、協力的な行動をと

る継続的プロセスのことである。承諾を強いる権限を与えられた公的な機関や制度に加え

て、人々や機関が同意する、あるいは自らの利益と認識するような非公式の申し合わせも

そこには含まれる」(2)。 
 この定義は一面、非常に広いものである。グローバル・イシューに実際に対処する為に

は、ガバナンスの担い手を広くとり、また実態も広く解釈することが必要である。そうし

た実務的な要請から非常に緩やかに定義されているのである。しかしグローバル・ガバナ

ンスの文脈で定義されるガバナンスは、他方ですぐれて現代的なイシューを考慮しつつ行

われた定義である為に、歴史的な射程が意外に短いとも言える。 
 ヨーロッパ国際政治史の文脈で、ガバナンスに類似したプロセスとしてまず念頭に浮か

ぶのが「ヨーロッパ協調（Concert of Europe）」である。近代ヨーロッパ国際関係のヨーロ
ッパ協調を、現在のガバナンスと比較することは無謀かもしれない(3)。何よりも大国中心

的なヨーロッパ協調を、多様なアクターが関与するガバナンスと同列に論ずることができ

ないかもしれない。しかし当時のヨーロッパ各国は経済的、人的、文化的な紐帯によって

結びついており、当時のヨーロッパはヴォルテールによって「いくつかの国に分かれた偉

大な共和国のようなもの」と称されてもいるのである(4)。ヨーロッパ協調はガバナンスの

亜種として指摘されたり(5)、国際的なガバナンスの一類形として理解されたりしている(6)。 
 本ペーパーではバルカン地域の民族問題を題材として、ヨーロッパ協調の時代から現在

に至るまで、ヨーロッパのリージョナル・ガバナンスにおいてどのような処理がされてき

たかを概観したい。そこでのキーワードは領域である。まずは本ペーパーにおけるリージ

ョナル・ガバナンスの使い方を定めておきたい。 
 
（１）リージョナリズムとリージョナル・ガバナンス 
 リージョナル・ガバナンスとはどのように定義できようか。まずリージョナリズムにつ

いては、ここでは「特定の地理的空間において、内発的か外発的かを問わず、合意に基づ
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いて利益の共有化を指向する複数の行為主体によって演じられる秩序形成のダイナミック

ス」と定義しておく(7)。そこには国家主導型のリージョナリズムも含まれる(8)。グローバリ

ゼーションの進展という文脈で論ずる場合には、国家主導型リージョナリズムを他と区別

する必要性が高いかもしれないが、歴史的射程を長くとって論じようとする本ペーパーで

は区別しないで論を進めていく。 
またリージョナリズムとリージョナリゼーションの関係については、ナイとコヘインが

グローバリズムとグローバリゼーションの関係について「グローバル化を今であれ昔であ

れ、グローバリズムの高まる過程と捉え」ていることを援用する(9)。すなわちリージョナ

リゼーションとは「リージョナリズムの高まる過程」とする。 
 前述のガバナンスに関する定義と合わせて、リージョナル・ガバナンスを暫定的に定義

するならば「特定の地理的空間において複数の行為主体によって行われる利害調整や協力

的行動の継続的プロセス」とすることができよう。次はバルカンである。 
 
（２）バルカンとは 
（２）－１．バルカン地域とバルカン化 
バルカンとは元々トルコ語で「山地」を意味する普通名詞である。近世以降ヨーロッパ

からの旅行者や商人がそれを固有名詞と誤解し、その結果特定の地域を示す言葉となる一

方で、現地ではバルカンの代わりに地理的用語として「ハエムス」が長らく使用されてき

たという(10)。 
しかしバルカンはその後に必ずしも地域を特定する言葉ではなくなる。「バルカンは常

にどこか別の場所に、もう少し南東の方にある」のである(11)。そうなった直接の契機は、

ボスニアの中心都市サライェヴォでのフランツ・フェルディナント夫妻暗殺事件がきっか

けで始まった第一次世界大戦であり、その直前に繰り広げられた第一次、第二次バルカン

戦争であった(12)。世界大戦と認識された戦争の発端となったサライェヴォ事件、その遠因

となったバルカン戦争を見聞したヨーロッパの人々は、バルカン地域を理解不能な混乱地

帯というイメージで考えるようになるのである。そして「バルカン化（Balkanization）」
も「競争し相互に敵対的な断片への果てしなき分裂」というマイナス・イメージを持つ(13)。

このイメージが更に強化されたのが旧ユーゴ解体に伴う内戦においてであった。その際に

自決の失敗という意味も含むようになった(14)。 
旧ユーゴ最後の国防相カディイェヴィッチは、1990年冬に現地週刊誌のインタビューの
中で「ユーゴはレバノンにならないだろう」と答えた(15)。すなわちバルカン諸国の旧ユー

ゴはバルカン化されても、内戦の主戦場となるというレバノン化の対象とはならないと主

張したのである。しかしその結果はバルカン化とレバノン化が同義語となり(16)、バルカン

に関するイメージにおけるマイナス度は更に増したのである。 
 バルカンとはヨーロッパによるイメージ上のラベルの一種であることが明らかであり、

バルカンが何処に帰属するかは時代によって文脈によって多様に変化する。しかし他方で

バルカン地域が明示的にせよ黙示的にせよ、歴史的・地理的に措定されていることも確か

である。ここでは柴宜弘氏に倣って、ビザンツ帝国やオスマン帝国の支配を受けたという

共通の歴史的体験を有する地域をバルカン地域として、具体的にはアルバニア、ギリシア、

クロアチア、ブルガリア、ボスニア・ヘルツェゴヴィナ（以後、ボスニア）、マケドニア、
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ユーゴスラヴィア連邦（現在のセルビア・モンテネグロ）、ルーマニア、そしてトルコの

ヨーロッパ部とする(17)。 
 次にバルカン地域はリージョンなのかという問題である。少なくともバルカン地域には

「特定の地理的空間において複数の行為主体によって行われる利害調整や協力的行動の継

続的プロセス」は存在してこなかった。利害調整や協力的行動の試みがときに見られるこ

とはあったが、それらは挫折したりバルカン地域全体を包括することに失敗したりしてい

る(18)。今後バルカン地域がリージョンとなる可能性は否定できないが、より上位の地理的

空間たる EU（ヨーロッパ）が東方拡大しており、独自のリージョンとなる可能性は低い。
せいぜいヨーロッパというリージョン内でのサブリージョンであろう(19)。バルカン地域は

これまでヨーロッパのサブリージョンですらなかった(20)。 
 
（２）－２．「ヨーロッパの中のアジア」 
 ローマ帝国は 395年に東西に分裂した。その際の東西両半の境界はドナウ川＝（その支
流の）サヴァ川である。西ローマは 476年に滅亡し、中世を経て 30年戦争の後に、旧西ロ
ーマ領には国力の格差が比較的小さな複数の国家が大国として競うという近代ヨーロッパ

世界が徐々に現出することになる。主権国家が次第に形成され、そこでは外交空間と内政

空間が峻別され、国家主権が少なくとも大国間では維持されるという、主権国家と国家間

関係たる国際関係とが発展していくのである。 
 西ローマと対照的に東ローマは 1453年まで命脈を保つ。その後に東ローマ領を受け継ぎ、
更に拡大していくのがオスマン帝国であった。オスマン帝国のバルカン地域への進出の象

徴となったのが、1389年のコソヴォ・ポーリェの会戦である。中世セルビア王国を中心と
したバルカン連合軍はこの会戦でオスマン帝国に敗れ、バルカン地域は 15世紀より次々に
オスマン帝国の支配下に入っていく。オスマン帝国の国力が急速に衰退するのは 18世紀に
入ってからである。ヨーロッパより撤退していく旧オスマン帝国領に生じた「権力の空白」

地帯こそがバルカン地域であった。旧東ローマ領では旧西ローマ領と異なり、単一の大帝

国の支配下に置かれた時代が長かったのであり、従ってそこにはヨーロッパ的な国際関係

が発達することはなかった。 
 現在の国際関係の原型を創り出した旧西ローマ領と国際関係が未熟なままで 20 世紀を
迎える旧東ローマ領では、明瞭なコントラストが示されてきた。旧西ローマ領に展開した

国際関係では多様な国家が存在したが、そのアクターたる主権国家の多くは内政において

均質化への強い志向を有していく。言語に基づく世俗の公文化による国民建設（統合）、

更にそれを内面化させようとする民族国家建国なども試みられてきた。ヨーロッパから東

方に広い領土を有していたハプスブルク帝国（1867年以降はオーストリア＝ハンガリー）
のような多民族国家も存在していたが、ヨーロッパの多くの国家において国内の多様性を

維持しようとする試みは殆どなかった。これに対して、旧東ローマ領では複雑な国際関係

こそなかったが、東ローマの後継者として東地中海世界における長らく覇を誇ったオスマ

ン帝国は、遙かに複雑な人口構成を維持していった。オスマン帝国は確かに専制国家であ

ったとはいえ、社会階層、宗教などにおいて非常に多様な人々を一元的に統合してきたの

であり、その支配は緩やかにならざるを得なかった。 
 このようにヨーロッパと東方の間に存在していたインターフェイスがバルカン地域であ
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った。地理的にはヨーロッパに位置しながら長らく「アジア」発祥の帝国の支配下にあっ

たバルカンは、極言すれば、「ヨーロッパの中のアジア」であり続けたのである。ヨーロ

ッパと東方の歴史の相違は、双方のガバナンスの基礎における性向にも影響していく。 
 
（２）－３．領域的ガバナンスとエスニック・ガバナンス 
ヨーロッパ世界の基本的アクターは主権国家である。主権国家は領土を国境で区切る。

ヨーロッパ主権国家によるリージョナル・ガバナンスにおいても領域は重要な位置を占め

てきた。従ってヨーロッパと東方のインターフェイスたるバルカン地域が、ヨーロッパの

リージョナル・ガバナンスの適用範囲に含まれる際には、まずは当該領域の画定が前提で

ある。しかしバルカン地域では領域的画定は非常に困難であった。そもそも領域は有限で

あり、領域が争点となるならば紛争が生じやすくなる。その上にバルカン地域では、様々

な民族や王朝が異なった時代にそれぞれ大王国を建設し、それらの民族が近代に復興を目

指した際に最大限の領域を目指すことが多かったのである。それぞれの復興構想における

版図は必ず重複する。これが 19世紀の独立以来、バルカン諸国が競合、対立し、バルカン
地域が「ヨーロッパの火薬庫」となった原因のひとつである。このように領域を重視する

ガバナンスを領域的ガバナンスとしておこう。 
 ヨーロッパ流の領域的ガバナンスと対照的に、多民族国家のオスマン帝国領内でガバナ

ンスにおいて考慮されてきたのは宗教に基づくものである(21)。当時のオスマン帝国では宗

教が文化的共同体の主要な要因となっており、宗教共同体を民族と同一視することが可能

である。エスニシティを重視するこのガバナンスは、エスニック・ガバナンスと表現しよ

う。具体的には後述するが、オスマン帝国では複数のエスニシティが単一の社会に共生し

てきた。極言すれば、長らくエスニック・ガバナンスが支配的であった地域にヨーロッパ

的な領域的ガバナンスが浸透していく過程が、バルカン地域が 18世紀末以降現在まで辿っ
てきた歴史でもあったのである。 
 こうした領域とエスニシティに関する議論は、まさに国民形成における二分法とも合致

する。国民形成については、まずコーンの古典的著作における二分法が有名である(22)。コ

ーンの二分法は、西欧政界と非西欧世界、特に中・東欧世界を区別し、前者が一定の領域

に基づく開放社会によるナショナリズムであるのに対して、後者は閉鎖的であり、神秘性

を纏ったナショナリズムであると主張する。これはその後にドイチュにも受け継がれてい

る(23)。中・東欧では閉鎖的なメンバーシップに基づくガバナンスが支配的であったが故に

各共同体の共存が可能となり、ヨーロッパでは開放的なナショナリズムによって成員の取

り込み、領土の獲得を巡る競争が顕著となるのである。国民形成における、領域とエスニ

シティによる東西の区別は、更にスミスにも継承される。スミスはヨーロッパの「領域主

義（territorialism）」と東方の「エスニシティ主義（ethnicism）」と明確に二分しているの
である(24)。一言で言えば、バルカン地域には、ヨーロッパの領域主義が波及するに従って

国際関係が芽生え、国境の線引きを巡る対立が激化し、紛争多発地帯となっていくのであ

る。 
 それでは次に、バルカン地域におけるエスニック・ガバナンスの実例としてオスマン帝

国の実例を紹介したい。その後に紹介するヨーロッパの領域的ガバナンス流の対処方法と

の対照性が明らかになるであろう。 
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（３）バルカン地域におけるエスニック／領域的ガバナンスに関わる試み 
（３）－１．オスマン帝国のミッレト制 
 オスマン帝国は多民族帝国である。従って民主制のグローバリゼーションが顕著な現在

においてガバナンスを論ずる際に、こうした事例を示すことは無意味という意見もあるか

もしれない。しかしバルカン地域の民族問題を熟知していたこの帝国の方策は、領域を区

切って内部が均質化するというヨーロッパ流の手段とは全く異なり、歴史的知恵として明

らかにしておく意味はあると考える。 
 オスマン帝国の支配が「剣かコーランか」という一般的イメージとは裏腹に緩やかであ

ったという指摘については鈴木董氏の一連の研究に詳しい(25)。その支配の主柱として挙げ

ておきたいのがミッレト制である。オスマン帝国ではいくつかの宗教共同体（ミッレト）

の存在を認められていた。ミッレト制における地方差は大きかったが、例えばボスニアで

はセルビア正教会（セルビア総主教、後にイスタンブールの世界総主教の管轄）、カトリ

ック教会によるミッレトが存在し、各ミッレトは教育や民事訴訟を排他的に管轄していた
(26)。ミッレト制は各宗教の教徒が混交して居住している都市では特に機能していた(27)。 
各ミッレトを通じて統治を行うオスマン帝国の実態においては、非イスラム教徒は官吏

や軍人になれないなど様々な差別や権利制限を受け、社会階層的にもイスラム教徒と非イ

スラム教徒の間にはかなりの相違があったようである。従って我々が現在の基準でミッレ

ト制を多民族主義的観点から高く評価することはできないかもしれない。ミッレト制に基

づくオスマン帝国の支配は覇権的統治（hegemonic control）の一形態とも言えるかもしれな
い(28)。しかしヨーロッパ諸国における国民統合の際にしばしば見られる暴力性を鑑みるな

らば、比較の題材として挙げておくことは可能であろう。 
 オスマン帝国によるエスニック・ガバナンスの方策に比較して、ヨーロッパ協調による

領域的ガバナンスの方策は明瞭である。その事例を 20世紀初頭のマケドニアで見ておこう。 
 
（３）－２．マケドニア問題 
 19世紀後半になり、オスマン帝国のヨーロッパからの撤退が決定的になると、ヨーロッ
パ大国による進出が明らかになってくる。周知のようにその大きな転換点が 1878年のベル
リン会議であった。1877 年の露土戦争に勝利したロシア主導のサンステファノ条約では
「大ブルガリア」が独立予定であったが、イギリスとオーストリア＝ハンガリーの反対に

よりベルリン会議が開催され、その結果締結されたベルリン条約では「大ブルガリア」が

ブルガリア、東ルメリア、マケドニアに 3分割された。ブルガリアは自治公国、東ルメリ
アはキリスト教徒の総督が統治することが定められた。しかし 1885年に東ルメリアでクー
デターが生じ、ブルガリア自治公国と東ルメリアは統一された。ベルリン条約を締結した

列強の意図は裏切られたのである。 
 マケドニアは 1880 年代の混乱からは比較的無縁であったが、20 世紀初頭に問題が表面
化する。マケドニアでは住民の民族意識覚醒が遅れており、隣接するセルビア、ブルガリ

ア、ギリシャが影響力を及ぼそうと競っていた。その中で 1893年に結成された内部マケド
ニア革命組織はマケドニアの自治を目標に掲げて、最大の勢力を持つようになったが、1903
年 8月に蜂起し失敗した。バルカン地域に特に利害関心を持っていたロシアとオーストリ
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ア＝ハンガリーはマケドニア改革案を作成し、オスマン帝国に認めさせた。その主要な内

容はマケドニアをいくつかの自治区に分割することであった。しかしこれは隣国による競

争を更に激化させることになった。いずれ到来する自治区間の線引きに向けて各国は「火

事場泥棒」的な民族的同胞の増大に躍起となっていく。第一次、第二次バルカン戦争の最

大の争点がマケドニアであった。領域的ガバナンス構築の試みは、マケドニアをしてバル

カン化の主たる原因となさしめるのである。 
 現在でも同様な対処方法は頻繁に行われてきた。クロアチア内戦におけるヴァンス合意、

ボスニア内戦の殆どの和平案、デイトン合意の内容、内戦後の現在のコソヴォにおける統

治構造にも共通しているのである。本ペーパーでは、それについてボスニアを題材に考え

みたい。 
 
（４）ボスニア内戦とデイトン合意 
（４）－１．旧ユーゴにおける民族間関係 
第一次世界大戦はバルカン地域の地政を一変させた。ロシアは 1917 年の体制転換によ
って崩壊し、その国土は混乱の最中にあった。ドイツ、オーストリア＝ハンガリー、オス

マン帝国は敗北し、後二者は解体した。戦前までバルカン地域に関係の深かった大国はい

ずれも影響力を失い、バルカン地域は小国に完全に分裂した。そのうちブルガリアは国土

を失い国境の変更を求め、ルーマニアは対照的に領土、人口共に戦前の 2倍以上になった
為に、バルカン地域におけるヨーロッパ流の領域的ガバナンスの構築は第一次世界大戦よ

りも困難となった。新たな領域的遺恨が生まれ、その上に共通の敵たるオスマン帝国が消

滅した為である。特に戦前には存在していなかったユーゴ王国（1929 年まではセルビア
人・クロアチア人・スロヴェニア人王国）の建国は問題を一層複雑化させたのである。 
ユーゴ王国最大の問題は民族問題であった。特に最大規模の民族のセルビア人と第二の

クロアチア人とは建国当初から対立しており、1928年 6月にはクロアチア人政治リーダー
への国会内銃撃事件、1934 年 10 月には国王暗殺事件が生じたのである。クロアチア人急
進派の背後にはイタリアも存在していた。クロアチア人は 1939年 8月の自治協約「スポラ
ズーム」によって大幅な自治を得たことで要求を急進化させ、1941年 4月のナチス・ドイ
ツ軍らの侵入後、クロアチア人はナチスの傀儡国家「独立クロアチア国」を獲得したので

ある。しかし戦況の変化によって、ナチスへの抵抗運動が高まる一方で、クロアチア極右

組織「ウスタシャ」、セルビアの旧王党右翼「チェトニック」、ユーゴ共産党のパルチザ

ンの三つ巴による内戦が展開された。戦中の犠牲者は 100万人を超えた。内戦を勝ち抜い
たのはチトー率いるユーゴ共産党であった。旧ユーゴの誕生である。旧ユーゴは分権化を

進めて領域的ガバナンスの構築に努力する一方で、国内の多民族的なエスニック・ガバナ

ンスの確保も行おうとする。その為に冷戦時代には平和的な民族共生モデルとして西側で

も高く評価されたこともあった。エスニック・ガバナンスに関する政策としては、ムスリ

ム人、マケドニア人、ユーゴ人それぞれの確立がある。まずボスニアのムスリム人である。

ボスニアは、高い評価を受けた旧ユーゴのエスニック・ガバナンスの象徴であった。ボス

ニアは第二次世界大戦中の内戦で最大の激戦地であり、その背景にはイスラム教徒の民族

的帰属を巡るセルビア人とクロアチア人の対立があった。そこでチトーは 1963年にイスラ
ム教徒を民族と認め、1971 年の国勢調査から民族的帰属の選択肢として加えたのである。
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また旧ユーゴでは国内のマケドニア住民を国外のブルガリア人から分化させる必要があっ

た。その為に旧ユーゴでは第二次世界大戦直後にブルガリア語の西部方言をマケドニア語

と指定する一方で、1958年にマケドニア正教会を認めるのである。最後に全国大の架橋的
な共同体アイデンティティ形成の試みであった。ユーゴ人の創出である。ユーゴ人アイデ

ンティティが浸透していれば旧ユーゴ解体は回避できたかもしれない。しかしユーゴ人と

回答する国民は 1981年の国勢調査でも国民の 5％強にしかならず、しかもその大半が緊急
避難的なものであった。エスニック・ガバナンスの確保に努力した旧ユーゴであったが、

民族問題の解決についてはメカニズムを発展させ得ず、結局はチトーの個人的カリスマに

依存せざるを得なかった。旧ユーゴの多民族的なエスニック・ガバナンスは、チトーの死

後に次第に腐食していくのである。 
 旧ユーゴはエスニック・ガバナンスの命脈を断たれて解体する(29)。その直接の原因は選

挙であった(30)。旧ユーゴを構成する 6 共和国では 1990 年に初の複数政党制による議会選
挙が実施された。それまで実質的に一党支配を保っていたユーゴ共産党はスロヴェニア、

クロアチア、ボスニア、マケドニアで第 1党となれなかった。スロヴェニア、クロアチア
は独立へと大きく舵を切る。両共和国は独立の正当化装置として国民投票を使用した。ク

ロアチアでは有意な少数派セルビア人が国民投票の正当性を認めず、自民族が多数派とな

る地域で住民投票を実施し、クロアチアからの離脱、旧ユーゴへの残留を実現すべく擬似

国家「国内国」を建国するのである。それを認めないクロアチアとセルビア人、旧ユーゴ

の軍隊である人民軍との間で 1991年夏から内戦が生じた。クロアチア内戦は 1992年 1月
に収拾したが、内戦はボスニアに飛び火した。ボスニアでは 1990年秋の議会選挙後にムス
リム人、セルビア人、クロアチア人 3民族連立政権が結成されていたが、クロアチア政治
情勢の緊迫化の影響で、独立を志向するムスリム人とクロアチア人、残留を求めるセルビ

ア人の間で意見が対立した結果、1992年 4月から内戦が発生したのである。数々の「国内
国」が生まれ、戦線が非常に複雑であったボスニア内戦が 1995年 11月に終了したとき、
犠牲者は 20万人を超えた。ボスニア内戦の際には多くの和平案が提示されたが、そのいず
れもボスニア内に領域的ガバナンスを構築しようとするものであり、それが最も端的に現

れたのが各和平案におけるボスニアの「地図」作りであった。それを次に検討してみよう。 
 
（４）－２．和平案における「地図」作り 
ボスニア内戦勃発後、最初の和平案は 1993 年 1 月に提示されたヴァンス＝オーウェン
和平案であった。この和平案においては、ボスニアは 10のカントンに分割され、ムスリム
人が多数派のカントンは 3、セルビア人については 3、クロアチア人は 3、混合カントン（首
都サライェヴォ周辺）1 とされた。各カントンには歴史的地名ではなく単なる番号だけが
割り振られ、カントンが特定の民族イメージと結びつくことを回避しようとしていたが、

実態はボスニアの民族的分割であった。しかも現状追認と原状復帰の妥協案であった為に、

戦場では「火事場泥棒」的な陣地取りが始まる。ムスリム人とクロアチア人中心の民族混

住状態が呈されていたボスニア中部ではそれまで大規模な衝突はなかったが、そこでムス

リム人とクロアチア人が戦闘を始めたのである。このことで内戦の構図が複雑になる一方

で、ムスリム人、クロアチア人両陣営内における強硬派の更なる台頭を許し、その結果内

戦の長期化にも繋がるのである。 
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ヴァンス＝オーウェン案は、それでもボスニアを 10 カントンに細分化することで民族
別分割を稀釈するという側面があった。それがボスニアの 3民族別分割というより直截な
地図となったのが、1993 年 6 月に示された和平案である。同案はボスニアをムスリム人、
セルビア人、クロアチア人の 3民族地域による国家連合に改編しようというものであった。
ボスニアの分権化、更には国外の母国であるセルビア、クロアチアへの統合すら目論んで

いた両民族は賛成したが、ムスリム人は反対し 3民族連邦国家案を対案として提示した。
しかし国家連合であろうと連邦国家であろうと、ムスリム人側が当初拘っていた単一国家

としてのボスニアから大きく立場を後退させたものであった。7 月のオーウェン＝ストル
テンベルグ和平案でも 3民族別という基本方針には変わりなかった。そしてサライェヴォ
のような民族混住地域もあり、戦場では小競り合いが続いていたが、全国大では 3民族の
住み分けが定着しつつあった。 
 しかし 3民族当事者によって和平案が受け入れられることはなく、戦火は止まなかった。
その理由として三つ巴の戦闘という構図の複雑さがあった。そこで 1994年 2月にはクリン
トンの肝いりでボスニアのムスリム人とクロアチア人が連邦を組織し、それとクロアチア

が国家連合を結成することになった。以後の戦闘は、連邦（＋クロアチア）対セルビア人

共和国という構図が基本的となり、和平案もボスニアの 2分割へと移っていくのである。
それが具体化したのが、1994年 7月に米英独仏露の「コンタクト・グループ」によって提
示された和平案である。コンタクト・グループ和平案では領土の割合が連邦 51％、セルビ
ア人共和国 49％とされ、それがデイトン合意の基礎となるのである。 
 このように 10分割、3分割、2分割と単位の数は異なるが、ボスニア内戦における和平
案の地図における基本方針はボスニアを領域的に分け、その単位間のガバナンスによって

統合を保とうというものであった。その方針はデイトン合意でも一貫していた。 
 
（４）－３．デイトン合意とその問題点 
 ボスニア内戦は 3年半以上継続し、いわゆるデイトン合意（General Framework Agreement 
for Peace in Bosnia and Hercegovina）によって終結した。国家の領域構造は、主にムスリム
人とクロアチア人のボスニア連邦とセルビア人共和国という政治体（entity）に大きく二分
された。ボスニア政府には外交など非常に限定的な権限しか残されなかった。そしてボス

ニア連邦 51％、セルビア人共和国 49％という領域の割合もコンタクト・グループ和平案の
ままであった。むしろその数字に合わせるように、NATOの空爆がセルビア人共和国陣営
に加えられたとも考えられる。そしてデイトン合意の立役者ホルブルック米国務次官補が

回顧しているように、デイトン交渉中、領土の割合の枠組みは当初より 51％と 49％であり、
あとは交渉結果をそれに適合させるべく数合わせが繰り広げられるのである(31)。 
 放置すれば解体しかねない、デイトン合意直後のボスニアの統合を担保していたのは国

際社会であった。例えばデイトン合意には 11 の付属書があり(32)、そのうち軍事は付属書

1-A であったが、それは IFOR（その後は SFOR）を派遣する NATO が担当し、その他に
EU、OSCE、EBRD らがそれぞれの分野でボスニアの統合と復興を支援することになって
いた。しかしデイトン合意のテキストそのものは内戦当事者間の合意であり、国際社会と

当事者との関係を規定していなかった為に、当事者間のみでは統合過程が進まないことが

明らかになるに従って、国際社会はボスニアに深入りせざるを得なくなるのである(33)。そ



9/15 

の後に国際社会は立法や執行にも介入するようになり、国際社会を民政面について代表す

る「上級代表」は 1998年には高官の任免を通じてすら統合を促進しようとしてきた。しか
し事態の進展ははかばかしくない。他方で軍事面では当初6万人が展開していた IFORが、
2004年 12月に EUFOR（規模は 7千人程度）へ任務を継承されるなど改善が著しい。 
 ボスニアの統合を阻む民族主義政治（ethnic politics）は依然として根強い。確かにボス
ニアを崩壊に導いたともいえるムスリム人の民主行動党、セルビア民主党、クロアチア民

主同盟は一時期こそ勢力を減衰させた。しかしその一因は各党の内部分裂にもあり、民族

主義政党が全体として衰えたとは必ずしも判断できない。他方で非民族主義陣営でも分裂

が見られる。そして 2002年 10月には民主行動党、セルビア民主党、クロアチア民主同盟
が選挙に勝利する。国際社会は民族主義陣営へ圧力を強めるが、逆に民衆の反発を招くと

いう事態すら生じ、統合と復興の過程の進行は遅々としている。 
その理由としてここでは 3点を指摘しておきたい。まず国際社会の関心の稀釈化である。
内戦中・直後には国際社会の関心はボスニアに集まり、当時の国連事務総長ガリがアフリ

カの問題の看過に不満を述べている(34)。しかしコソヴォ、アフガニスタン、イラクなどと

国際政治の焦点が移るに従って、国際社会による経済的支援は年々減少している。ボスニ

アの統合と復興の財政的裏づけは細る一方である。 
次にパワー・シェアリングの問題がある。パワー・シェアリングは、ボスニアの統合の

為にムスリム人、セルビア人、クロアチア人の 3者間で如何なる場合にも少数派を作り出
さないという目的で、デイトン合意の根幹として導入されたものである(35)。エスニック・

ガバナンスに向けた方策のひとつでもある。しかしパワー・シェアリングが逆に統合への

障害の一要因ともなっている。そもそもパワー・シェアリングには民族的な亀裂を固定化

する危険性があるとの指摘がある(36)。そして各民族陣営内での多数派が強硬であり、そこ

に民族間の要求競り上げが生じれば統合が更に困難となる。 
しかしボスニアの統合過程が進んでいない最大の原因は、両政治体の領域的存在をデイ

トン合意において承認したことにあると考える。たとえ暫定的な行政的境界であろうとも、

それが継続されればされる程、境界が恒常化していく危険性がある。境界で区切られた政

治体では、デイトン合意の成立直後から領域内で日々の生活が開始されていき、域内では

統一への動因が生まれる(37)。 
 領域的ガバナンスを基盤に据えてボスニアの「地図作り」を行うという国際社会の姿勢

は、デイトン合意のみならず、ボスニア内戦中に提示されたヴァンス＝オーウェン和平案、

3民族国家連合案、3民族連邦国家案、オーウェン＝ストルテンベルグ和平案、そしてデイ
トン合意の出発点となったコンタクト・グループ和平案に共通している。しかし領域的ガ

バナンスに拘る限り、ボスニアの統合の加速化は難しいと判断せざるを得ない。しかも領

域的ガバナンスとパワー・シェアリングを組み合わせれば、民族間の境界の固定化に向け

たベクトルが二重に機能するのである。こうしたボスニアと対照的に領域的ガバナンスに

よって戦後復興を順調に行ってきているのがクロアチアである。 
 
（４）－４．クロアチア－「バルカン」から南東欧へ 
 前述の西ローマと東ローマの境界の一部であった、ドナウ川の支流のサヴァ川はクロア

チア国内を走っている。クロアチアはまさにヨーロッパと東方との歴史的境界の上に位置
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していた。そしてクロアチアの多数派クロアチア人にとっては、カトリック教徒が殆どで

あったことも相まって、自分たちこそが最東端のヨーロッパ人であり、自国こそヨーロッ

パ世界のアジアに対する「防波堤」であるという強力な自己認識があった。従ってバルカ

ン地域への蔑視は激しく、特に国内の少数派セルビア人はバルカンの象徴的な役割を担わ

されたのである。 
 クロアチアは 2003年 5月に EU加盟申請を行い、2004年 6月に加盟候補として正式に
承認された。交渉開始は 2005年 3月を予定されていたが、戦犯問題によって遅延し 10月
に交渉開始が決定された。こうした EU加盟過程進行の背景として、クロアチアが内戦以
前の国土を回復し、領域的ガバナンスを国内で作り上げてきた点が指摘できる。 
クロアチア内戦終了時にはヴァンス合意によって国内の 3割以上がセルビア人地域（ク
ライナ・セルビア人共和国）となり、UNPROFOR が展開していた。クロアチアはその後
に自力救済を進め、1995年 8月にはクライナ・セルビア人共和国を潰滅させ、その多くの
領域を奪還した。残りの東スラヴォニアは 1996年 1月から国連の暫定統治機構下にあった
が、1998年 1月にクロアチアに平和裡に返還された。更にクロアチアとユーゴ連邦（セル
ビア・モンテネグロ）の国境地帯、プレヴラカには国連監視団が展開していたが、クロア

チアとユーゴ連邦の間で合意が達成され、2002年 12月にクロアチアに返還された。 
 クロアチアは領域的回復を達成する一方で、国内のセルビア人を大幅に減少させてきた。

1981年の国勢調査ではクロアチア人 75.1％、セルビア人 11.6％であったのに対して、2001
年の数字はクロアチア人 89.6％、セルビア人 4.5％である。クロアチアは、内戦を通じて、
ヨーロッパ的な国民国家の基礎を築いたことになる。クロアチアのガバナンスの基礎がエ

スニシティから領域へと変化したのである。クロアチアはガバナンスの次元においていち

早くヨーロッパ化しているとも考えられる。 
 こうしたクロアチアにおいてバルカンの代わりに使用される言葉は、より地理的意味合

いが強い南東欧（Southeastern Europe）である。両者の違いとして、まず南東欧はバルカン
が意味する領域より遙かに広い。南東欧に含まれる諸国には、バルカン諸国のほかにスロ

ヴァキア、スロヴェニア、チェコ、ハンガリーが加わるのである(38)。しかも両者の使用法

が異なる。バルカンと南東欧では、オリエンタリズムと西欧志向、エスニックな地域内境

界と政治・商業的な地域内境界、イスラム優位とカトリック優位、領域的な解体と領域的

な再編、ドナウ川＝サヴァ川以南とカルパチア山脈以南、統一性と混合性などと対照的な

使用法が見られるという(39)。南東欧にはバルカンと異なり、消極的なイメージが殆どない。

オスマン帝国を想起させるバルカンに対して、南東欧から浮かぶイメージはヨーロッパと

の一体性或いはせいぜいヨーロッパの辺境地域である。ヨーロッパ側から見た、ヨーロッ

パからアジアへの移行地帯である。クロアチアはバルカンを南東欧に置換し、後者に自身

を包含させることにより、南東欧におけるヨーロッパ的な先進国として位置付けるのであ

る。またスロヴェニアやチェコ、ハンガリーを含めることで、自己のヨーロッパ性を改め

て主張するという側面もあろう。そして EUにとっても自身が提示する統一的な政策の対
象は、分裂と紛争の多発地帯としてのバルカンではなく、南東欧なのである(40)。EU 入り
によってクロアチアの自己規定の変容は完成すると言って良い。 
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おわりに バルカン化と非バルカン化 
バルカン化が示す状態は領域的ガバナンスの導入による混乱の故である。エスニック・

ガバナンスに馴染んできたバルカン地域において、主権国家原理の東進はガバナンスの基

礎の変化を意味していた。当該地域においてその内部の多民族的なエスニック・ガバナン

スを維持するというオスマン帝国のやり方ではなく、当該地域に物理的境界を設けて区分

し、各区域内が均質化するという主権国家モデルに基づく手法が、19世紀後半以降のバル
カン地域において導入されたのである。これがバルカン地域に混乱を惹起し、その結果バ

ルカン地域に消極的イメージが定着したのである。その後も現在に至るまで、バルカン化

を生じせしめる方策が何度も繰り返し行われた。 
こうして見てくると、ヨーロッパと東方に跨る地域に存在していたオーストリア＝ハン

ガリーで、領域的ガバナンスのみに頼らない様々なエスニック・ガバナンスを目指す政策

が実行されたり立案されてきたことは偶然ではない(41)。1878年に軍事占領されたボスニア
では、それまでのミッレト制を継承することもなく、ボスニアを各民族区別に区切ること

もなかった。目指されたのはボスニア全体にわたる架橋的アイデンティティ、すなわちボ

スニア人意識の構築であった(42)。これはイスラム教徒には打撃であったが、それによる政

治の世俗化に期待しているイスラム教徒のグループも存在した(43)。この方策は領域内の均

質化という点ではヨーロッパのガバナンスの基礎にも通ずる。しかし一部成員の既存のア

イデンティティを他に強制するというのではなく、新たにより上位のアイデンティティを

作り上げていくという面でヨーロッパのものとは別物と考えて良いであろう。オーストリ

ア＝ハンガリー軍事占領時代のボスニアにおける方針は、統合促進に苦慮している現在の

ボスニアにおいて行われている方策に対して、十分に比較の題材となろう。 
更にオーストリア＝ハンガリーでは 20 世紀初頭にオーストリア領の一部の地方で文化
的自治が採用され始めていた(44)。文化的な事項の扱いは当該地域大で組織された民族団体

に委ね、それ以外の政治的な事項は各地方当局に委ねるという文化的自治は現在でも再評

価に値すると考える。 
最後に現在のバルカン地域を巡るリージョナル・ガバナンスについて触れておこう。EU
の東進に伴って新たなヨーロッパ発のガバナンスの波がバルカン地域にも及んできた。そ

れはこれまでとは対照的に、少なくとも域内では非領域的なものである。単純化すれば、

主権国家が国内でのガバナンスを維持しつつ、その一部の機能や分野を多数の多国間組織、

地域機構に移譲し、多レベルにわたって複数のガバナンスが重層、錯綜するマルチ・レベ

ル・ガバナンスである(45)。ヨーロッパのガバナンスにおいて非領域的基礎が中心となれば

なる程、消極的イメージをラベル付けされてきたバルカン地域の非バルカン化が進行して

いくとも言えよう。 
バルカン地域の諸国は EU加盟を目標にしており、EU（ヨーロッパ）のリージョナル・
ガバナンスが及ぶことを望んでいる。EU 加盟競争に関して現時点ではブルガリア、ルー
マニア、クロアチアが先行しているようだが、マケドニア、ボスニア、セルビア・モンテ

ネグロ、アルバニアもいずれ後を追うことは確実である。この動きについては様々な評価

があろうが、本ペーパーでは以下の 2点を指摘しておきたい。 
 第一はヨーロッパとバルカン地域における主権国家の歴史からくるものである。確かに

EU諸国は国家機能の一部を共通機構に移譲し国境を部分的に開放した。一見すると、EU
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諸国は主権の一部を放棄したように思われる。しかし少なくとも 2005年より前に加盟した
EU諸国（EU原加盟諸国）では、それによって各国の国境内における実効支配が動揺した
訳ではない。それは EU原加盟諸国においてまず前提として国家主権が確保されてきたか
らである。これに対して、バルカン諸国のうちでボスニア、セルビア・モンテネグロ、ア

ルバニアでは安定的な主権が確保されているとは言い難い。セルビア・モンテネグロでは

国家の分裂が更に生じる可能性も高い。ボスニア、アルバニアでは自力による実効支配が

必ずしも確保されていない。ルーマニア、ブルガリア、クロアチア、マケドニアにおいて

も EU加盟を梃子にして安定した国家主権が担保されている側面は否定できないであろう。
EU原加盟国は EUがなくとも国家の安定性は保てるであろうが、バルカン諸国の多くはそ
の点が疑問符付きである。 
 第二はバルカン地域の（サブ）リージョナリゼーションの可能性についてである。バル

カン諸国が加盟する機構がカバーする地域に関する問題である。現在バルカン諸国が加盟

する地域機構の代表的なものとしては、OSCEのほか、AII（Adriatic Ionian Initiative）、BSEC
（Black Sea Economic Cooperation）、CEFTA（Central European Free Trade Area）、CEI（Central 
European Initiative）、SECI（Southeast European Cooperative Initiative）、南東欧安定協定（Stability 
Pact for South-Eastern Europe）などがある。このうちOSCEは EU諸国を包括しその上にヨ
ーロッパ大陸以外の諸国も加盟しており、リージョンについてはそもそも問題になり得な

い。これに対して AII、CEFTAでは加盟国が EU諸国とバルカン諸国に限られており、バ
ルカン地域が独自の（サブ）リージョナリゼーションを進行させる基盤を提供することが

できない。他方で BSECは黒海沿岸諸国の地域機構であるので、アルメニア、アゼルバイ
ジャン、ウクライナ、グルジア、トルコ、モルドヴァ、ロシアが加盟している。そして CEI
にはウクライナ、ベラルーシ、モルドヴァが含まれているし、SECIにはトルコとモルドヴ
ァが加盟している。モルドヴァは安定協定にも加盟している。BSEC は論外としても、ウ
クライナ、ベラルーシ、モルドヴァとバルカン諸国の関係は複雑である。山本武彦氏はバ

ルカン地域の政治・経済的現状を踏まえてリージョナリゼーションの可能性を否定してい

るが(46)。その結論はこのことからも裏づけられる。 
 バルカン地域は結局のところインターフェイスという立場から脱せられず、少なくとも

EU が存続する限り、（サブ）リージョナリゼーションは起こり得ない。しかしバルカン
地域がヨーロッパと東方のインターフェイスから EUに吸収されるという事態、すなわち
バルカン地域の名実共の非バルカン化は、本ペーパーから明らかなように、EU の単なる
拡大という 21世紀的な現象ではない。本ペーパーではガバナンスの基礎にある要因がエス
ニシティから領域へ変化してきた経過を縷々述べてきた。このことは、18世紀以来進行し
てきたオスマン帝国のヨーロッパ撤退過程が完了することを意味する。少なくともオスマ

ン帝国による15世紀のヨーロッパ侵入以来、極言すれば4世紀のローマ帝国東西分裂以来、
ヨーロッパ部分に存在してきた東方が完全に一掃される。ヨーロッパで歴史的な地政的地

殻変動が進行するという事態、一言で言えば、「バルカン地域の非バルカン化」、これも

またヨーロッパ史における EU拡大の意味なのである。 
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